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米軍戦闘機による日本の民間航空機の追尾問題で

当該機の乗客・乗員に対し米軍代表謝罪表明 
 

ＩＣＡＯ規定違反とＦＡＡとの情報交換不足を認める。また、 

航空３団体に対して再発防止策を講じることを約束。11月 15 日 
 
2007年 8月 8日にグアム島南方上空で発生した JAL ways 772便に対する米軍戦闘機の追
尾問題で、日乗連は安全会議、航空連の産別団体とともに、9月 27日に外務省ならびに国土
交通省に対して米軍や FAA 等の関係機関への調査と再発防止策を提示するよう要請を行う
など様々な取り組みを行いました。 
しかしながら、約 1ヶ月経った後も両省や会社からは一切の対応が得られなかったことか
ら、10 月 26 日には米国大使館を訪問して、シーファー駐日米国大使宛に事実関係の調査と
再発防止策を講じるよう航空 3団体の要請書を手渡しました。米大使館側の素早い対応と調
査の結果、既に 9月 7日には本事件に関する米軍の報告書が公表されていることが判明し、3
団体宛てにこの報告書が送付されました。 
この米軍の報告書を受けて、安全会議、航空連、日乗連の航空 3団体は、11月 15日に再
度米国大使館を訪れて、米軍に対して 10項目、FAAに対して 4 項目の質問を用意し、関係
機関に対する質問への回答と再発防止に向けた取り組みを求めました。 

11月 15日の交渉の席には在日米軍第 5空軍司令部の代表者や米国大使館空軍随行員(空軍
大佐)等の米軍関係者が同席され、この問題に対する米国側の対応の早さが伺えました。また
この交渉には外務省の北米局担当者も同席されました。 
冒頭、米軍代表者から口頭で当該機の乗客・乗員に対して謝罪表明(apologize)がありまし
た。また航空 3団体側からの質問に対しては、各項目に文書回答を示し、同時に以下のよう
な見解が示されました。 
 「今回のインシデントの原因は米軍機がＩＣＡＯ規定に反する目視確認飛行方式にあった

こと、ＦＡＡと米軍とのコミュニケーションが不足していたこと。今後再発防止に向けて２

度とこのような事態が発生することのないように対応策を講じていく」 

また、米大使館側からこの事件で日本の行政が一切応答・対応を行っていないことに驚い

ているとの感想が述べられました。米軍代表者は「今回の様な事態には素早い対応が重要。

何故なら貴重なデーターが時間と共に失われていくからだ」とコメントしました。 
日乗連は本事件に関する航空 3団体の質問に対する FAA の回答や、FAA の調査報告書を
求めるなど、今後とも軍用機の追尾により発生した民間航空機の安全上極めて重大な事態が

2度と発生しないよう、今後とも取り組みを行います。 
 

11月 15日の記者会見翌日の朝刊の記事を次ページに掲載していますのでご参照下さい。 
 



 


